
令和４年度事業計画 

 

Ⅰ 基本方針 

  ２０１９年４月に森林経営管理制度（以下「新制度」という。）がスタートしてから３

年が経過し、経営管理権集積計画に基づく森林整備等が進みつつあるものの総じて取組

みの進度が遅く、新制度の推進や森林整備、木材利用等のために各市町村に交付されて

いる森林環境譲与税の活用が十分に行われているとは言い難い現状にある。 

このため、当サポートセンター（以下「サポセン」という。）では昨年度、「市町村技

術支援相談窓口の設置」、「市町村の取組みの企画・立案」、「業務受託による市町村支援」、

「新システムに取組む人材の育成」を事業の柱として森林組合やコンサルタント会社と

連携して、９市町村内で具体的な取組みの支援を行うとともに、森林環境譲与税を活用

した市町村独自の施策の推進について助言や提案を行ったところである。 

本年度も昨年度同様、上記の４項目を事業の柱とし、市町村との個別調整を充実させ、

市町村の実情に応じた取組みの提案や近隣の市町村が連携した広域的な森林整備など、

市町村職員の業務の軽減や効果的な取組みに繋がるようサポセンが複数の市町村業務

を一括して担うことを含めて受託業務の拡大と新制度の推進に努める。 

  また、人材育成については市町村職員等を対象とした新制度の推進のための研修会を

開催するとともに、サポセン職員のドローン操作や情報処理能力等のスキルアップを図

ることで効率的な業務と市町村のサポセンへの信頼の向上に努める。 

さらに、林業事業体や地域住民等からの要望を踏まえ、森林の適正な整備や森林整備

の担い手の育成、府内産材の利用拡大のための取組みなど、森林環境譲与税の効果的な

活用について府や市町村に助言や提案を行う。 

 

Ⅱ 事業計画 

 １ 森林経営管理企画支援業務 

 １）森林経営管理企画・立案業務 

 （現状と課題） 

昨年度は府が実施するワーキング会議や市町村との個別調整により具体的な助言や

提案を行った結果、サポセンやコンサルタント会社に業務委託した市町村が増加した。       

新制度の推進に当たっては、森林所有者の特定と境界の明確化が大きな課題となっ

ているが、森林簿や登記簿等行政が所有している資料と現地が合致しない場合も多々

あり、所有者の特定や境界の明確化に多大の時間を要しており、現地踏査と並行して

効率的かつ正確な情報収集の手法が求められている。 

また、森林組合や地域住民の協力や意向も反映して、取組みやすい個所を選定し、

計画的かつ臨機応変に新制度を進める必要がある。 

 

（対応策） 

森林所有者や境界の明確化については、森林簿、登記簿、課税台帳に加え、国やコ

ンサルタント会社が所有している地図情報等も活用し、ドローンと現地踏査を併用し

て、より効率的で正確な情報の収集を行い、新制度の取組みや林地台帳の整備を支援

する。 

新システムに取組む箇所の選定については、事前に整理したデータや図面をもとに、

「人工林の割合、森林所有者数や在村所有者の割合、地域住民の熱意や協力の度合い、



防災上重要な森林」などの項目を数値化するなどにより、市町村の方針や取組箇所の

順位付け等を記載した実施計画の作成を伴走支援する。 

また、広葉樹林や竹林の整備、森林化している農地の森林との一体的な整備など、

森林の現状や住民の意向を考慮した取組みへの支援や新制度の推進のみならず、森林

整備や担い手の育成、府内産木材の利用のための府や市町村独自の制度等の創設を提

案・助言し、配分された森林環境譲与税の効果的な活用に繋げる。 

 

２）市町村技術支援相談窓口設置業務 

（現状と課題） 

昨年度の市町村からの電話等での相談件数は９１件（令和４年２月末時点）で、サ 

ポセンが業務受託した市町村が増えたこともあり、具体的な取組みを進める中での相

談が中心であった。 

また、市町村に対して取組みの企画提案を行った件数は７６件（令和４年２月末現

在）であった。 

市町村では森林・林業に関する専門的知識を持つ職員が少なく、また、一職員が多 

岐にわたる業務を担当していることから新制度の具体化のための事務が滞る傾向にあ

り、市町村職員に寄り添い、具体的な取組みのきっかけづくりや業務支援を行うサポ

センの役割が増している。 

 

（対応策） 

引き続き、技術的支援が必要な業務を中心に、市町村からの幅広な質問等に対処す 

るため、京都府からの委託を受けて相談窓口を開設し、市町村への個別訪問を重視し

ながら具体的な取組内容の助言や誘導を行う。 

また、市町村の取組事例等をホームページや事例集、研修会により情報発信と情報 

交換を行い、市町村職員の悩みや疑問を解消し、新制度に取組みやすい環境を整える。 

更に新制度の推進には森林所有者の理解と地元住民の協力が不可欠であることから

市町村が行う地元説明会や新制度の啓発等への取組みを支援する。 

 

相談窓口の開設 

〇開 設 日：土曜日、日曜日並びに国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く日 

〇開設時間：午前９時から午後５時まで 

○開設場所：京都事務所並びに綾部事務所 

 

 

２ 森林経営管理市町村支援業務 

（現状と課題） 

 昨年度は９市町村等からの委託事業として森林の現況調査、地元説明会の開催、意 

向調査、境界の明確化、集積計画案の作成等を実施した。 

 今後、市町村の取組みの進度が上がってくるが、サポセンの現体制では市町村業務 

の支援に限界があり、体制の充実と森林組合やコンサルタント会社等との連携が必要 

である。 

森林の現況調査や境界の明確化については、対象面積や森林所有者数に比例して業 

務に多大の時間を要することから、対象エリアを広げすぎず、森林経営管理法の目的



である放置人工林の迅速な整備に繋げるための効率的かつ臨機応変な業務の推進が課

題である。 

 また、所有者の特定については市町村が行うことが基本であるが登記簿や課税台帳 

等の確認に予想以上の労力を要することから、森林所有者の特定を行う程度や集約化 

する団地の見直し等、市町村の考え方や団地の設定基準の整理が必要である。 

  

（対応策） 

新制度に取り組む団地の設定については、他の市町村の事例などを参考に基準の設

定や取り組む団地の優先順位付けを支援する。 

所有者の確認については、市町村が府の森林簿を参考に、課税台帳や登記簿等の情 

報から所有者情報の整理と林地台帳への反映を行い、サポセンは市町村が整理した所

有者情報をもとに、説明会や意向調査及び境界の明確化を支援する。 

なお、所有者が不明確な場合や所有者が多数なためにその特定や調整に相当の時間

を要する場合は、調整が困難な森林を除外することや取り組む予定の団地を見直すな

ど、臨機応変な対応により新制度が円滑に進むよう助言・支援する。 

森林の境界の明確化については、森林所有者と地元代表者等の間で境界明確化作業

の委任状を交わすことや所有者が複数の場合は代表者の選定を依頼するなど早期の森

林整備に向けた調整をサポセンが支援する。 

業務の実施に当たっては、測量業者やコンサルタント会社と連携し、レーザー測量

成果やドローンによる撮影成果等を活用して効率的に業務を実施し、対象森林の早期

かつ適正な整備に繋げる。 

 

 【業務受託計画】     

   業務受託に向けて見積書を提出した事例などサポセンへの業務委託の意向のある

１３市町村から以下の内容で業務を受託することを目標とする。 

受託業務内容 件 数 目 標 額（千円、税抜） 備 考 

森林所有者の確認 

森林所有者の意向確認 

１３ ９，７２９ 

 

 

森林の現況調査 

境界の明確化 

   １４   

 

２０，５５０ 

 

 

集約化する団地の設定 

 

    ５   

 

１，９０８ 

 

 

経営管理集積計画案の作成 

 

    ７   

 

６，９０９ 

 

 

林業経営の可否の判断 

 

    ２   

 

３６２ 

 

 

その他 

 

 ２ 

  

１，８１８ 

 

積算資料作成等 

 

計 

 

   

４３ 

 

 

４１，２７６ 

 

 



３ 人材育成・普及啓発業務 

  （現状と課題） 

新制度を的確に運用するために、昨年度、府からの委託事業として市町村職員を

対象とした森林経営管理市町村職員研修を実施したところである。 

研修は、新制度の概論や情報システム操作、ドローン操作など幅広い内容とした

結果、受講者からは概ね好評を得た。 

研修内容によって受講者数や参加市町村に偏りがあるため、市町村の要望や職員

の業務経験年数を考慮した研修内容とするほか、市町村職員以外の人材も対象とし

た継続的な研修の実施が必要である。 

 

（対応策） 

京都府からの委託事業として市町村職員を対象にした研修会を企画・運営し、市

町村職員のスキルアップを図るとともに、市町村に出向いての個別指導やサポセン

独自の事業として、林業事業体等も対象とした研修の実施を検討する。 

また、サポセンの取組み実績や地域の先進的な事例をホームページや事例集など

で発信するとともに、サポセン職員のドローン操作や各種情報処理能力の向上に努

め、業務の効率化と市町村から信頼される組織として発展させる。 

 

 

 ４ 府有林森林整備等検査補助業務 

    京都府からの委託事業として、京都府森林組合連合会が行う令和４年度森林整備

等に係る府有林管理委託業務のうち、森林整備等の完成検査に必要な検査補助業務

として、森林整備等を実施した事業地の完了確認作業を行う。 

 

 

５ 災害時技術協力業務 

    災害時の京都府や市町村からの要請に対して「災害協力隊」の会員等と連携して、

森林や林道等の被災状況の調査などに積極的に協力する。 

 

 

 ６ その他 

１）大学等との連携 

    新たな森林管理制度の推進に取り組んでいる各都道府県の組織やコンサルタント 

会社との情報交換を行うとともに、府内の大学が行っている森林の状況解析等の新

たな取組みとの連携やサポセンの取組みに対して大学からアドバイスを得られる仕

組みなどを調整し、サポセン業務の効率化と信頼の向上に努める。 

   

２）譲与税の効果的な活用に向けた提案 

譲与税については、市町村の基金に積み立てるなど有効に活用されていない面も

あることから、「京都府豊かな森を育てる府民税」を含めて、森林整備や木材利用、

人材の育成のための効果的な活用が図られるよう森林組合や木材関係団体等と連携

して市町村や京都府に対して提案や要望を行う。 

 


